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東大阪市中小企業の振興に関する施策への提言について  
 

令和 5・6 年度から今期において本会議で審議しました東大阪市が総合的に推進すべき中
小企業の振興に関する施策のうち、東大阪市中小企業振興条例第９条第 1 項の（１）（３）
（４）及び（１０）について、活発な議論を経て、取りまとめた別添報告書をもって本会議
の結論としましたので同条例第１０条第３項に基づき、ここに提言します。なお、留意され
るべき事項を附帯意見として申し添えます。 

 
 

附帯意見 
提言項目３の推進にあたっては、商業・観光・スポーツ分野に加え、モノづくり分野をは

じめとする市内産業との連携を図り、本市中小企業の魅力発信につながる取組みを推進さ
れたい。 

以上 
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１．はじめに 

 

東大阪市の商業は、市民生活の利便を支えるとともに、雇用と交流を生み、まちの賑わいと地域

の魅力を形成する重要な基盤であります。しかしながら、人口構造の変化と消費行動の多様化に

加え、原材料・エネルギー価格等の高騰、人手不足、デジタル化への対応、事業承継の停滞など、

商業者を取り巻く経営環境は大きく変化しております。とりわけ、個店や小規模店舗が多い本市に

おいては、日々の事業継続そのものが大きな負担となりやすく、設備投資や人材確保、情報発信な

どを単独で進めるには限界も見られます。地域商業の持続性を確保し、商業が本来有する『暮らし

を支える機能』と『まちの賑わいを創出する機能』の双方を維持・向上させるためには、現場の実情

に即した実効性の高い支援と、多様な主体との連携による取り組みが必要であります。 

 

本部会は、こうした認識のもと、商業者の挑戦が着実な成果へと結実する道筋を示すことを主眼

として、令和 6 年度より東大阪市の商業活性化に関する審議を重ねてまいりました。本提言は、そ

の議論を踏まえ、主として４つの観点から整理したものであります。 

第一に、「商業集積地の支援」の観点から、商店街等が有する社会的価値を再評価するととも

に、域外からの誘客や回遊の促進、異業種との連携強化などを通じて、商店街等が引き続き地域

において重要な役割を果たしていくための方策を示しております。 

第二に、「個店・小規模店舗への支援」の観点から、経営力強化やデジタル活用、資金調達・設

備投資支援、雇用・人材育成、事業承継・創業支援等を総合的に捉え、商業者が安心して挑戦を

続けられる環境づくりの方向性を示しております。 

第三に、「商業分野と観光・スポーツ分野との連携」の観点から、市内への来訪機会を一過性の

ものに終わらせることなく域内消費へとつなげるため、イベント・大会等と連動した商品・サービスの

開発、回遊施策や情報発信の強化、地域資源を活かした体験価値の創出を推進し、交流人口の拡

大と消費の循環を図る視点を整理しております。 

第四に、「地域資源の活用」の観点から、観光、文化、公共空間等の地域資源や多様な主体との

連携を通じて商業の付加価値を高める方向性を示しております。あわせて、デジタル活用による購

買促進や業務効率化を進めるとともに、成功事例の共有などを通じ商業者の主体的な取り組みを

後押しする必要性について整理しております。 

市におかれましては、本提言の趣旨を十分に踏まえ、関係機関、商業者、地域団体等との協働の

もと、関連施策を着実に推進され、本市商業の持続的な発展につなげられることを期待しておりま

す。 

 

令和 8 年 9 月 

 

東大阪市中小企業振興会議 

商業部会員一同 
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２．市内商業を取り巻く環境の変化 

 

東大阪市を含む全国の商業環境は、近年、大きな転換期を迎えています。新型コロナウイルス感

染症を契機とした消費行動や事業活動の変化は、その後も定着し、商業を取り巻く環境は大きく様

変わりしました。加えて、人口減少と少子高齢化の進展、人手不足の深刻化、物価やエネルギー価

格の高騰、デジタル技術の急速な普及など、商業者が直面する課題は複雑化しています。 

第一に、コスト上昇への対応が大きな経営課題となっています。原材料費、エネルギー価格、物流

費の上昇に加え、賃上げや最低賃金の引上げへの対応が求められる中、多くの商業者は利益確

保と価格転嫁の両立に苦慮しています。特に小規模事業者においては、十分な価格転嫁が難しい

状況も見られ、経営の持続性に大きな影響を及ぼしています。 

第二に、人手不足が一層深刻化しています。生産年齢人口の減少により、多くの業種において人

材の確保が困難となっており、商業分野においても営業時間の縮小やサービス水準の維持が課題

となっています。今後は、人材確保だけでなく、デジタル技術や AI 等を活用した業務効率化、生産

性向上への取組がこれまで以上に重要となります。 

第三に、事業承継や創業に関する課題が顕在化しています。経営者の高齢化が進む中、後継者

不足を理由とした廃業が地域経済の活力低下につながることが懸念されています。一方で、地域

の魅力や独自性を活かした新たな創業や第二創業への期待も高まっており、既存事業の承継と新

たな事業挑戦の双方を支える環境づくりが求められています。 

第四に、デジタル化の進展により事業活動と消費行動が大きく変化しています。キャッシュレス決

済の普及や EC 市場の拡大、SNS を活用した情報発信の定着により、消費者は場所や時間を問

わず商品やサービスを選択できるようになりました。また、来店前にインターネットや SNS で情報収

集を行う行動が一般化しており、商業者にはオンラインと実店舗を効果的に組み合わせた販売・販

促活動が求められています。 

一方で、一部の商店街で実施されている紙の商品券が引き続き支持を得ていることは、デジタル

化が進展する中においても、アナログ手法の有効性が依然として認められていることを示しておりま

す。今後は、デジタルとアナログを適切に組み合わせながら、消費者の多様なニーズに対応すること

が重要になります。 

また、本市には大型商業施設、商店街、個店がそれぞれ異なる役割を担いながら共存しており、

それぞれの強みを活かした連携の可能性も大きく広がっています。今後は大型店舗と地域店舗が

相互に補完し合う関係を構築し、回遊性の向上や連携の強化を図っていくことが求められます。 

本提言は、このような環境変化と課題を踏まえ、これを本市商業の持続的な発展と新たな成長に

つなげる観点から、今後重点的に取り組むべき施策の方向性を示すものです。 
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３．市内商業活性化に向けた４つの施策提言 

 

①提言項目１：商業集積地の支援を推進すること 

商業集積地（商店街、駅前商業地、近隣商業地等）は、単に財・サービスを供給する「取引の場」

にとどまらず、市民生活の基盤として、まちの機能と魅力を下支えする「地域インフラ」の一部であり

ます。そこには、日常の買い物利便性の確保に加え、歩いて暮らせる生活圏の形成、地域の雇用と

所得の創出、防犯・見守りによる安全性の担保、通行環境・夜間照度等の維持、さらには人と人の

関係性を育むコミュニティの器としての役割が内包されています。商店街等が生み出す賑わいは、

交流人口を呼び込み、市全体の都市価値を構成する重要な要素でもあります。 

一方で、人口減少・高齢化、消費行動の多様化、デジタル化の進展、役員の担い手不足により、

商業集積地を取り巻く環境は大きく変化しており、従来型の会費と役員の献身的労力に依拠する

運営モデルについても、新たな時代に対応した運営手法への転換が求められています。商業集積

地が縮小すれば、生活利便の低下にとどまらず、地域の防犯・見守り機能の低下や空き店舗・空き

区画の増加、回遊性の低下、地域イメージへの影響といった課題が生じ、結果として市全体の活力

にも影響を及ぼすことが懸念されます。 

中小企業振興条例では、中小企業の振興は、中小企業者自らの創意工夫及び自主的な努力の

もとに推進されなければならないと規定されていますが、商店街が有する公共的価値を踏まえれ

ば、商店街運営団体が安定的かつ継続的に活動できる環境整備が引き続き必要であります。具体

的には、域外からの誘客、回遊促進、安全性を高める基盤整備、空き店舗の活用促進、創業・承継

の後押し、地域連携と情報発信の強化を計画的に進めていく必要があります。あわせて、商業者団

体は地域・学校との連携や周辺店舗を含めた加入勧誘等により組織力の強化に努めていく必要

があります。 

つきましては、以上の趣旨を踏まえ、市全体の方針と整合を図りつつ、商店街の多機能性・持続

性・独自性を高めるため、商店街が活用しやすい条件整備を図り、個別事情に即したきめ細かな支

援を、効果の検証と見直しを重ねながら着実に推進されることを強く提言申し上げます。 

 

  （期待される効果） 

・地域のにぎわい創出及び活性化 

・コミュニティの強化と社会的連携促進 

・防犯・治安維持 

・商業の持続的活性化 

・空き店舗及び空き区画の解消 

・地域ブランド価値の向上と交流促進 

【事業の方向】 

・空き店舗の解消・開業促進 

・商業圏拡大及び回遊促進 

・商店街への誘引強化とプロモーション活動支援 

・商店街のにぎわい創出、維持機能の向上 

・特徴的な取り組みの情報共有 

・地域コミュニティ・資源の活用促進 

・商店街単位の方向性の確立 
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②提言項目２：個店の支援を拡充すること 

個店は、市民生活の最前線において日常の消費を支えるとともに、雇用と交流を生み、地域の誇

りや文化を育む基盤です。大規模商業施設やオンライン販売が普及する今日においても、個店が

提供する地域ならではのサービスや、店主・従業員との顔の見える関係、専門性に裏打ちされた接

客は代替されにくい価値であり、とりわけ「人」こそが個店の最大の魅力です。こうした個店は、地域

の魅力を体現する存在であるとともに、公共性を有する商店街や商業集積地の活力を支える基礎

でもあります。 

他方、個店は経営資源（人材・資金・時間・情報）に課題があり、物価高騰、人手不足、顧客獲得

競争の激化、設備投資負担、デジタル対応等の課題を単独で抱え込みやすい構造にあります。商

業実態調査においても、経営課題として「物価高騰」「消費者の節約志向」「新規顧客の不足」が

上位となり、将来展望として「自身の代で廃業予定」との回答が一定程度存在するなど、事業承継

の推進が市内商業の持続性に直結することが示唆されています。こうした状況を踏まえ、既存個店

の経営継続や事業承継を支えるとともに、地域に不足する機能や新たな需要に応える創業が促さ

れることは、商業の新陳代謝を生み、地域の利便性と都市の魅力を更新し続ける上で重要です。特

に開業初期は資金繰り・集客・人員体制が不安定となりやすいため、新規創業や新たな取り組みに

挑戦しやすい環境づくりを進める必要があります。 

そのことから市の個店支援は、単発の補助制度や講習事業にとどまらず、個店の“経営の現実”

に即して、次の三つの目的を念頭に体系的に展開することが望まれます。①急激な退出を抑制し事

業継続を支える「守る」支援、②収益性と生産性を高める「伸ばす」支援、③承継と創業の円滑化

により担い手の循環と新陳代謝を確保し、必要な地域機能を切れ目なく維持する「つなぐ」支援で

す。あわせて、デジタル化は顧客接点・決済・広報・採用等の基盤として不可避である一方、地域や

顧客層によってはアナログ手法にも確かな需要が残存しています。したがって、支援はデジタル・ア

ナログを二者択一とせず、業態・顧客層・商圏特性に応じた最適な組合せを設計し、創業期を含む

実装負担を抑えながら、継続と成長に結び付けることが重要です。 

さらに、創業支援については、単に開業件数を追うのではなく、創業希望者が地域で挑戦しやす

く、開業後も定着・成長しやすい環境を整備することが重要です。地域に不足する機能や新たな需

要に応える個店の参入を促すとともに、空き店舗の活用のほか、初期投資や集客・情報発信への

支援等を一体的に進めることで、「創業しやすい街・東大阪」の実現を図り、地域商業の持続的な

新陳代謝につなげていくべきです。 

以上の趣旨を踏まえ、個店支援を拡充することを強く提言申し上げます。 

 

 

  

【期待される効果】 

・地域経済の基盤強化 

・地域のにぎわい創出 

・地域商業の持続性確保 

・商業担い手の循環形成 

・多様な手法を活かした個店経営基盤の強化 

【事業の方向】 

・空き店舗等を活用した創業支援の強化 

・事業承継の強化 

・SNS・デジタルツール活用の促進 

・販路の多角化・拡大施策 

・地域コミュニティとの連携強化 
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③提言項目３：商業分野と観光分野・スポーツ分野の連携を促進すること  
全国的な人口減少および高齢化の進展に伴い、東大阪市においても地域内の購買力の低下が

顕在化しています。このような課題を克服し、持続可能で活力ある地域社会を実現するためには、

市内の人口増加を図るだけでなく、市外からの交流人口の積極的な拡大を目指すことが急務であ

ります。これにより、地域における消費の促進および滞在時間の延伸が実現し、売上高の増加、雇

用創出、新規ビジネス機会の創出といった経済の活性化へとつながることが期待されます。加えて、

多様な分野における交流の促進は、市のにぎわいの創出ならびに魅力ある風土を育む文化的価

値の醸成にも大いに貢献するものであります。 

この実現に向けては、市外からの来訪者を引き付ける地域のブランド力の向上が不可欠であり

ます。東大阪市は、高校ラグビーの聖地として名高い花園ラグビー場をはじめ、多数のプロスポーツ

クラブの存在により、国内外から多くのスポーツ来訪者を引き寄せる豊かな資源を有しております。

併せて、伝統的な商店街や特色ある飲食店街、さらには生駒山系等の豊富な観光資源も存在し、

宿泊施設の充実も進みつつあります。これら多様な地域資源を一体的に活用し、新たな観光地域

づくりを推進することが肝要であります。 

特に、商業、観光、スポーツの三分野が有機的に連携し相乗効果を発揮することにより、滞在型

観光およびスポーツツーリズムの更なる振興が促進され、地域経済の活性化及び市域全体のにぎ

わい創出が大きく期待されます。こうした取り組みは、地域社会のブランド価値向上にも寄与するも

のと確信しております。さらに、地域ブランドの向上には戦略的なプロモーション活動の展開が必須

であります。現在、本市では一般社団法人東大阪観光協会を中心に、持続可能な観光地域づくり

ならびに地域間の連携強化に積極的に取り組んでおり、市の魅力を国内外に広く発信する基盤の

構築を進めております。 

つきましては、以上の趣旨を踏まえ、商業・観光・スポーツの三分野における有機的かつ緊密な

連携の強化を強く提言申し上げます。併せて、これら三分野を横断し、戦略的にプロモーションする

体制の構築並びに推進につきましても、重ねてご検討賜りますようお願い申し上げます。 

  
 

 

  

（期待される効果） 

・地域経済の活性化 

・文化的価値の醸成 

・スポーツツーリズムの推進 

・地域社会のにぎわい創出 

・地域ブランド価値の向上 

（事業の方向性） 

・商業×観光×スポーツ連携パッケージの創設 

・スポーツイベント等と商店街連携 

・観光誘引や地域回遊の仕組みづくり 

・地域資源を生かした商業展開 

・まち歩きツアーとの商店街の連動 

・商業・観光・スポーツ情報の統合的な情報発信 



5 
 

④提言項目４：商業活性化に向けて資源をフル活用すること 

近年、人口減少や消費構造の多様化、デジタル化の進展等により、地域商業を取り巻く環境は

大きく変化しております。このような状況においては、従来の経営努力や商業施策の延長のみなら

ず、地域固有の資源を活かした新たな価値創出により、来街動機の形成や消費機会の拡大を図る

ことが重要です。 

本市には、大学や学校、自治会、市内企業、NPO 等の多様な主体に加え、観光資源、文化資産、

公共空間、スポーツ資源、伝統行事、地域イベントなど、多様な地域資源が存在しております。これ

らの資源を商業と有機的に結び付けることで、地域に新たなにぎわいと交流を生み出し、商業の付

加価値向上や新たな消費機会の創出につながることが期待されます。 

また、デジタル技術の活用も重要な視点です。AI や ICT を活用した情報発信やサービス提供、

データに基づく需要把握、業務の効率化等を進めることで、来街促進や購買促進、さらには商業者

の経営基盤の強化につなげていくことが求められます。 

加えて、地域資源を核とした商業の魅力向上と持続的な発展を実現するためには、行政による

支援施策の充実だけでなく、商業者自身が地域資源の価値を認識し、自らの商いに積極的に取り

込む意識を醸成することが重要です。  

 そのため、行政においては、先進的な取り組みや成功事例の共有、学びの機会の提供、関係主体

間のマッチング支援等を通じて、商業者の主体的な取り組みを後押しする環境整備に努められた

いと考えます。 

以上の趣旨を踏まえ、本市が有する多様な地域資源を有機的に結び付け、その価値を最大限に

活かすことで、新たな来街動機や消費機会の創出を図るとともに、地域商業の魅力向上と持続的

な発展につながる取り組みを推進されるよう提言いたします。 

 

 

 

  

（期待される効果） 

①多様な主体・分野との連携による商業の価値創出 

・多様な主体の連携による新たな魅力や付加価値の創出 

・地域資源を活用した消費機会の創出による地域内経済循環の促進 

②デジタル（ＡＩ・ＩＣＴ・ＤＸ）を活用した来街促進・購買促進・業務効率化 

・オンラインとリアル店舗の融合による顧客接点の拡大 

・デジタル活用による商業活動の高度化・効率化 

（事業の方向性） 

①多様な主体・分野との連携による商業の価値創出 

・地域イベントや地域資源を活用した消費機会の創出 

・異業種間ネットワーク形成や新たな事業創出に向けた機会提供 

・商業振興団体、大学、企業等との協働プロジェクトの推進 

②デジタルを活用した来街促進・購買促進・業務効率化 

・SNS やデジタル広告等を活用した情報発信力の強化 

・キャッシュレス決済やポイントサービスの活用促進 

・デジタルスタンプラリーや回遊促進施策の展開 

・EC 活用やオンライン販売への対応 
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４．商業活性化方針の改定に向けた留意事項 

 商業活性化方針の改定に向けては以下の点に留意されたい。 

 

①指標の考え方について 

・各種指標については、商業者や関係団体にとって分かりやすく、本市商業の現状や変化を把握し

やすいものとされたい。また、指標の設定にあたっては、継続的な把握が可能であり、かつ過度な

事務負担を生じさせないよう、できる限り簡便にデータを収集できるものとすることが望ましい。 

 

②事業評価について 

・事業評価にあたっては、来街者数、売上、参加店舗数などの定量的な指標に加え、商業者の意欲

的な取り組み、関係主体との連携、事業の継続性、地域への波及効果など、数値だけでは捉えに

くい定性的な成果についても評価の視点に加えられたい。 

 

③新たな事業展開について 

・商業活性化方針の改定にあたっては、人口減少、消費行動の多様化、デジタル化、人手不足、事

業承継、インバウンド対応など、今日的な課題の解決に資する新たな事業についても積極的に検

討・展開されたい。 

 

④商店街の方針策定支援について 

・各商店街が今後の方向性を検討・策定するにあたっては、地域の人口動態、消費者ニーズ、店舗

構成、空き店舗の状況、地域資源等を的確に把握することが重要である。そのため、行政において

は、地域資源の掘り起こしや現状分析、商店街ごとの将来像の検討、モデル的な取り組みの構築

などに対する支援を図られたい。 

 

⑤若者・次世代の参画について 

・商店街や地域商業の持続的な発展に向けては、若手商業者、後継者、学生、地域の若者等、次代

を担う人材の参画を促進することが重要である。行政においては、大学・学校等との連携や、若者

の視点を活かした企画、商業者との交流機会の創出等を通じて、地域商業の新たな担い手づくり

に取り組まれたい。 

 

⑥商業の多様性について 

・商業活性化にあたっては、市民や来街者の多様なニーズに対応する視点が重要である。特に、イ

ンバウンド需要や市内に居住・就労する外国人等の利用も見据え、商業環境の形成について検

討されたい。 

 

⑦庁内連携・分野横断の推進について 

・商業活性化に関する課題は、商業分野のみにとどまらず、観光、スポーツ、文化など多様な分野と
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関係している。そのため、行政においては、関係部局間の連携を一層強化し、分野横断的な視点

から商業活性化に資する取り組みを推進されたい。 

 

⑧国・府等の事業の情報提供および活用について 

・商業活性化に資する取り組みを効果的に進めるため、市独自の事業に加え、国、大阪府、関係機

関等が実施する支援制度や補助金、交付金等についても、商業者や商店街等へ分かりやすく情

報提供されたい。また、これらの制度について、商業振興施策への活用可能性を積極的に検討し、

必要に応じて関係機関と連携しながら活用を図られたい。 

 

⑨経済情勢に応じた柔軟な対応について 

・商業活性化方針の策定をもって取り組みが完結するものではなく、物価高騰、消費動向の変化、

人手不足、技術革新、社会情勢の変化など、商業を取り巻く環境は今後も刻々と変化していくこと

が想定される。そのため、方針に基づく取り組みの進捗や効果を適宜検証しながら、その時々の状

況に応じて柔軟かつ機動的に施策を見直し、必要な対応を図られたい。 
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委  員 柳 沢  太 郎 布施公共職業安定所 所長 
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部会長 加 藤  司 大阪商業大学総合経営学部 特任教授 
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委 員（臨時委員） 白 山 登茂和 ふれんちん 店主 

委  員 中 澄 史 雄 石切参道商店街振興組合 理事長 

委  員（臨時委員） 西 田 祥 一 酒のにしだ 店主 

委  員 三千田 義 行 株式会社日本政策金融公庫 東大阪支店長 

委  員（臨時委員） 和 合 健 一 有限会社東阪社 代表取締役 

 

●労働雇用部会  

役 職 氏 名 役職等 

部会長 衣 笠 葉 子 近畿大学法学部 教授 

委 員（臨時委員） 田 中 聡 一 近畿工業株式会社 代表取締役 

委 員 西 松 あゆみ 西松税理士・中小企業診断士事務所 所長 
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（令和 8 年 9 月現在） 



東大阪市中小企業振興会議 審議経過 
 

令和 5・6 年度 
日程 会議名 概要 
令和 6 年 2 月 20 日 令和 5・6 年度 第 1 回

東大阪市中小企業振興会
議 
 

・東大阪市中小企業振興会議の進め方について 
・令和 4 年度 中小企業振興施策実施状況報告に

ついて 
・各部会の設置について 

第 1 回 労働雇用部会 
 

・労働雇用政策室の主な事業 
・就職氷河期世代支援事業の効果検証 
・現状の課題及び今後の方針について 

令和 6 年 3 月 25 日 第 1 回 モノづくり部会 
 

・モノづくり支援室の支援施策について  
・令和 4 年度市内製造業に関する調査結果につ

いて  
・令和６年度市内製造業向けアンケート調査の

素案について 
令和 6 年 5 月 29 日 第 2 回 モノづくり部会 

 
・令和 6 年度市内製造業向けアンケート調査の

項目について  
・モノづくり支援室の支援施策の現状と今後の

方向性について 
令和 6 年７月１日 第２回 労働雇用部会 

 
・現状の課題について  
・今後の方針 

令和 6 年９月３日 第３回 労働雇用部会 ・具体的な方針について 
令和 6 年 10 月８日 第 1 回 商業部会 

 
・本市の商業の状況  
・次期方針に向けて 

令和 6 年 10 月 30 日 第３回 モノづくり部会 
 

・令和６年度市内製造業に関する実態・ニーズ
調査の結果について 

令和 6 年 12 月 2 日 第 4 回 労働雇用部会 ・将来の方向性について 
・提言書・提言書（案）について 

令和 7 年 2 月 5 日 第４回 モノづくり部会 ・「施策体系の柱」の検討に向けた「市内企業が
抱える課題の整理・分析」について 

令和 7 年 2 月 6 日 第５回 労働雇用部会 ・就職氷河期世代支援事業の総括について 
・提言書（案）について 

令和７年２月１３日 第２回 商業部会 
 

・次期活性化方針 
・本市の商業の課題について 
・調査関係 



令和 7 年 2 月 27 日 令和 5・6 年度 第２回 
東大阪市中小企業振興会
議 

・各部会の審議経過について 
・市長への提言案について 

 

令和 7・8 年度  

     
日程 会議名 概要 
令和７年５月９日 令和 7・8 年度 第 1 回

東大阪市中小企業振興会
議（書面開催） 

・東大阪市中小企業振興会議の進め方について 
・令和 7 年度中小企業振興施策一覧について 
・各部会の設置について 

令和 7 年 5 月 26 日 第 5 回 モノづくり部会 
 

新たなモノづくり支援施策の体系（案）について 
・市内企業ヒアリング内容の報告  
・モノづくり支援施策の体系（案）について  
・東大阪市製造業にとっての「ＡⅠの活用」可能

性について  
令和７年６月 25 日 第３回 商業部会 

 
東大阪市商業活性化方針について  
・指標・評価の考え方  
・令和６年度事業実績及び評価  
・課題に向けた議論 

令和７年８月 27 日 第 6 回 モノづくり部会 
 

・新たなモノづくり支援施策の柱の構築に向け
た提言書の内容について 

令和７年９月 18 日 令和７・８年度 第２回
東大阪市中小企業振興会
議（書面開催） 

・各部会の審議状況について  
・労働雇用部会の設置について 

令和７年 10 月 2 日 第１回 労働雇用部会 ・前回の労働雇用部会の振り返りについて 
・令和８年度事業（案）について 
・令和８年度アンケート調査（案）について 

令和 7 年 10 月 29 日 第４回 商業部会 ・東大阪市商業活性化方針について 
・ 第２次東大阪市観光振興計画及び事業概要

について（説明）  
・第２次東大阪市スポーツ推進計画及び事業概

要について（説明）  
・各分野と連携できそうな事項について 

令和７年 11 月 19 日 第５回 商業部会 
 

・商業と観光・スポーツの連携に関する提言部
分イメージについて  

・商業分野と観光・スポーツ分野で連携できそ
うな事項について 

モノづくり部会及び商業部会は、前期からの議題を継続審議 



令和８年１月 14 日 第７回 モノづくり部会 
 

・新たなモノづくり支援施策の柱の構築に向け
た提言書（最終案）について 

令和８年１月 21 日 令和 7・8 年度 第 3 回 
東大阪市中小企業振興会
議 

・各部会の審議経過について 
・市長への提言案について 

令和 8 年 2 月 3 日 第 2 回 労働雇用部会 ・令和7年度就職氷河期世代支援事業の総括に
ついて 

・令和8年度アンケート調査（案）について 
令和 8 年 2 月 19 日 第 6 回 商業部会 ・商業と観光・スポーツの連携に関する提言部

分の報告 
・指標の考え方の提言書のイメージ案 
・商業実態調査の報告 
・商店街支援策の検討 
・個店対策の検討 

令和 8 年 5 月 15 日 第 3 回 労働雇用部会 ・令和8年度アンケート調査（案）について 
・令和8年度新規・拡充事業について 

令和 8 年 5 月 27 日 第 7 回 商業部会 ・商業集積地の支援の提言案 
・個店の支援の提言案 
・令和7年度中の調査等の報告 
・地域研究助成金の報告 
・4つ目の重点施策の検討 
・新事業アイデア出し 

令和 8 年 7 月 30 日 第 8 回 商業部会 ・個店の支援についての提言書案 
・商業活性化に向けて資源のフル活用の提言書  
 案 
・令和7年度商業課事業実績及び令和8年度予算 
・商業活性化方針（骨子）について 
・自由意見（新規事業等） 

令和 8 年 9 月 30 日 令和 7・8 年度 第４回 
東大阪市中小企業振興会
議 

・中小企業振興会議の開催状況について 
・市長への提言案について 

 


